
                   

 

企業等派遣研修実施要綱 

 

制定 昭和５８年１月３１日 総務局長決定 

改正 平成２１年４月 １日 

改正 平成３０年７月２０日 

        

（目 的） 

第１条 この要綱は、職員を国又は地方公共団体以外の団体（以下「企業等」という。）に派遣（以下「交流派遣」

という。）し、企業等における実務を体験させることにより、職員の意識の改革と資質の向上を図り、もって都

政の効率的な執行に資することを目的とする。 

（派遣職員の取扱い） 

第２条 この要綱により、交流派遣される職員は「東京都職員研修規則」（昭和43年東京都規則第38号）第４条

第１項第１号に定める中央研修または局研修の研修生（以下「交流派遣職員」という。）とする。 

（交流派遣職員の決定） 

第３条 交流派遣職員の決定に関する事務は、別に定める基準に従い、派遣元局において処理する。 

２ 派遣元局は、交流派遣職員の決定に際して、総務局人事部長が別に定めるものについては、総務局人事部人事

課に協議するものとする。 

（派遣期間） 

第４条 交流派遣期間は３年を超えることができない。 

２ 前項の期間は、派遣先企業等から当該期間の延長を希望する旨の申出があり、かつ、その申出に理由があると

局長が認める場合には、交流派遣職員の同意を得て、当該交流派遣をした日から引き続き５年を越えない範囲内

において、派遣期間を延長することができる。 

（交流派遣職員の給与、勤務時間その他の勤務条件） 

第５条 派遣期間中における交流派遣職員の給与、勤務時間その他の勤務条件は都が実施する他の研修の研修生と

同様とする。 

（費用弁償） 

第６条 交流派遣職員が派遣先の企業等で研修中に要した費用については、当該派遣先の企業等と協議のうえ支給

するものとする。 

（交流派遣中の災害及び通勤による災害） 

第７条 交流派遣中の災害及び企業等への通勤による災害については、都の公務上の災害又は通勤による災害とし

て取り扱う。 

（秘密を守る義務） 

第８条 交流派遣職員は、派遣先の企業等において知り得た秘密を漏らしてはならない。 

２ 前項の秘密は、派遣先の企業等が秘密であると明示した事項、その他それを漏らすことが当該企業等の利益を

侵害すると客観的に認められる事項をいう。 

（企業等の指示に服する義務） 

第９条 交流派遣職員は、派遣期間中においては、派遣先の企業等の職員のうちから当該企業等の指定するものの

指示に従うものとする。 

（休暇の承認等） 

第１０条 交流派遣職員の休暇等の承認並びに出張、超過勤務及び休日勤務の命令は、派遣先の企業等の職員のう

ちから当該企業等の指定するものを経由して行うものとする。 

（出勤等の取扱い） 

第１１条 交流派遣職員の出勤等の取扱いについては、派遣先の企業等の職員の例により行うものとする。 

２ 知事は必要があると認めるときは、派遣先の企業等から交流派遣職員の出勤等の報告を求めるものとする。 

（他の研修の受講） 

第１２条 交流派遣職員に対して、都が実施する他の研修の受講を命ずる必要があると認めるときは、知事は企業

等と協議のうえ、これを命ずるものとする。 

（協定の締結） 



第１３条 知事は必要があると認めるときは、派遣先の企業等と協定を締結するものとする。 

（委任） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、企業等への交流派遣の実施に関する必要な事項は、総務局人事部長が定

めるものとする。 


